
コロンビア政治情勢（９月分） 

 

１ 概要 

【内政】 

●１０日 オレンジ経済サミット 

●１０日 ２０２０年までＥＴＣＲ存続 

●１０日 ドゥケ大統領は，大統領府の再編を発表 

●１０日 コロンビア政府は，キューバ政府に対し，再度ＥＬＮメンバーの引渡を要求 

●１２日 上院は会計検査院改革を承認 

●１３日 ＪＥＰは「ヘスス・サントリッチ」及び「エル・パイサ」を対象から除外 

●１３日 憲法裁判所はアイダ・メルラーノ元上院議員に有罪判決 

●１３日 国連はチョコ県での武力衝突について警告 

●１６日 スポーツ省を創設 

●１８日 ドゥケ大統領は，ミラバジェのＥＴＣＲを訪問 

●２３日 元ＦＡＲＣ兵による誘拐事件について，包括的報告書が提出される 

●２６日 「ロス・ペルーソス」のリーダーを殺害 

●    統一地方選挙に伴う暴力事件 

 

【外交】 

●２～４日   イバンカ・トランプ米大統領補佐官の訪問 

● ３日    米国はコロンビアの人権状況を認証 

●１０日    マドゥーロ・ベネズエラ大統領はコロンビア国境へ派兵 

● ６日    アマゾンのための首脳会合開催 

●１１日    トゥルヒージョ外相は米州機構常設理事会に出席 

●１２日    モゲリーニＥＵ外交安全保障担当上級代表はコロンビアを訪問 

●１６日    トゥルヒージョ外相はアイルランドとスペインを訪問 

●２５日    現政権中の和平合意実施について民間団体が厳しい評価 

●２２－２８日 国連総会出席に伴うドゥケ大統領米国訪問 

 

２ 本文 

【内政】 

１ オレンジ経済サミット 

 ９～１０日，メデジンでオレンジ経済サミットが開催され，ドゥケ大統領，トゥルヒージョ外相が出席

したほか，１７カ国から５８名の専門家が参加した。ブイトラゴ文化省創造性・オレンジ経済担当次官は，

会議が外務省のリーダーシップ，大統領府と文化省の協力，メデジン市政府やアドバンスド・リーダーシ

ップ基金の支援によって開催されたと強調した。会議には，３００名を越える各国の指導者と国内３２県

の指導者が参加した。また，アンデス，太平洋，カリブ，アマゾン，オリノコのそれぞれの地方からクリ

エイティブ・文化産業の代表が参加した。 

 

２ ２０２０年までＥＴＣＲ存続 

 １０日，コロンビア政府は，法的には本年８月閉鎖する予定であった「訓練・再統合領域空間（ＥＴＣ

Ｒ）」を２０２０年の８月まで再統合・平常化庁を通して，存続することを決定した。 

 

３ ドゥケ大統領は，大統領府の再編を発表 

 １０日，ドゥケ大領は大統領府の再編について発表した。ロベルト・ステイネル（Roberto Steiner）氏

は，財務省財務副大臣となるフアン・パブロ・サラテ（Juan Pablo Zarate）氏に代わって，中央銀行理事

に就任する。また，マリア・パウラ・コレア（Maria Paula Correa）大統領秘書官兼大統領府官房長官は

大統領首席補佐官に就任する。アレハンドロ・サラス（Alejandoro Salas）氏は，ポルタフォリオ紙の取

締役に就任するフランシスコ・ミランダ（Francisco Miranda）氏に代わり，演説担当審議官補佐として大

統領の顧問となる。ハイメ・アミン（Jaime Amin）大統領府政府担当高等審議官は，アラブ首長国連邦の

大使に就任。フェリペ・ブイトラゴ（Felipe Buitrago）大統領府経済・戦略担当高等審議官は，文化省創

造性・オレンジ経済担当次官に就任。ビクトル・ムニョス（Victor Munos）デジタル担当高等審議官は，

プライベートなチャットがスキャンダルとなり，一身上の理由として辞職した。 



４ コロンビア政府は，キューバ政府に対し，再度ＥＬＮメンバーの引渡を要求 

 １０日，コロンビア外務省は，在コロンビアキューバ大使館に口上書を発出し，ＥＬＮとの同盟に言及

した「イバン・マルケス」の宣言に触れつつ，キューバの領土内にいるＥＬＮメンバーの即時引渡を要求

した。 

 

５ 上院は会計検査院改革を承認 

 １１日，カルロス・フェリペ・コルドバ（Carlos Felipe Cordoba）会計検査院長が提出した会計検査院

改革法案が上院総会を通過し，承認された。法案は１２月１６日までに，下院を通過した条文と照らし合

わせて調整される。改革のポイントは，予防的監査権限の付与，会計検査院報告書への法的効力の付与，

国の公債管理権限の付与，予算の強化，土地管理権限の強化となる。 

 会計検査院は予防的監査権限を持つことになる。これにより，予算の執行前あるいは執行中に財政監査

を行うことができる。これにより，警告的な機能を果たすとともに，国庫支出を永続的に監視することが

できる。１９９１年憲法制定以前には，会計検査院は「予防管理」と呼ばれる同様の権限を持ち，場合に

よってはより強力であったが，予算執行者とともに監査を行っていたので，汚職を防ぐことができない不

十分なものであった。今回は予防的措置として，常に監査を行えるとともに，任意に権限を行使できる。

また，この権限は，財政支出に対する一般的な警告システムに含まれることとなる。 

 加えて，会計検査院は，土地の管理権限を強化される。そのために，地方自治体レベルの会計検査院も

実力に応じて選抜し，首長の影響力を下げる。民主中道党と急進改革党を中心とする一部上院議員は，土

地の管理には，多くの知事や市長が関与し，汚職の温床となるために，首長を土地管理から排除するよう

に求めていた。 

 

６ ＪＥＰは「ヘスス・サントリッチ」及び「エル・パイサ」を対象から除外 

 １３日，和平特別司法制度（ＪＥＰ）は元ＦＡＲＣ幹部である「ヘスス・サントリッチ」及び「エル・

パイサ」をその対象から除外することを決定した。「ヘスス・サントリッチ」の国外への身柄引渡の留保

は直ちに取り消され，麻薬密輸容疑での米国への身柄引渡については，通常の司法制度の裁量となる。再

武装宣言映像の検証が終われば，「イバン・マルケス」とともに，映像に登場した人物はすぐにＪＥＰの

対象から除外されるとみられる。ＪＥＰの対象から除外されるのは，「明確に離脱した武装兵」であり，

除外者は通常の司法制度に差し戻される。 

 

７ 憲法裁判所はアイダ・メルラーノ元上院議員に有罪判決 

 １３日，最高裁判所は，共謀罪，有権者への汚職幇助罪，違法な武器の所持などの容疑に問われていた，

アイダ・メルラーノ（Aida Merlano）保守党所属元上院議員に対し懲役１５年の判決を下した。この有罪

判決は，カリブ海沿岸地域の選挙で権勢を振るっていたメルラーノ一族に波及するとみられる。裁判所は，

票の買収に加担したとして，１７人を調査するように命じた。調査対象者の中には，バランキージャ市選

出の元国会議員及び元市議会議員も含まれる。 

 

８ 国連はチョコ県での武力衝突について警告 

 １３日，国連人道問題調整事務所（ＯＣＨＡ）は，国軍とＥＬＮの戦闘の結果，チョコ県のメディオ・

サン･フアン（Medio San Juan）市の７つのコミュニティとイツミナ（Istmina）市の６つのコミュニティ

で少なくとも３，８１６人が取り残されていると発表した。また，メディオ・サン・フアンの北部からイ

ツミナ上流までのコミュニティに属する，少なくとも３０７人の国内避難民が発生しているとしている。 

 

９ スポーツ省を創設 

 １６日，エルネスト･ルセナ（Ernesto Lucena）は，初のコロンビア・スポーツ相に就任した。７月１２

日にスポーツ省を設置する法律が署名されたのを受けてのこと。ルセナ・スポーツ相は２０１８年９月か

らこれまで，コロンビア・スポーツ庁（Coldeportes）長官を務めていた。 

 

１０ ドゥケ大統領は，ミラバジェのＥＴＣＲを訪問 

 １８日，ドゥケ大統領は，カケタ県サン・ビセンテ・デル・カグアン（San Vicente del Caguan）市ミ

ラバジェ（Miravalle）のＥＴＣＲを訪問した。ここには，約１年前まで「イバン・マルケス」と「エル・

パイサ」が居住していいた。ここに住む１６２名の元ゲリラ兵に対し，大統領は，合法的な和平を推し進

める合意には一点の曇りもないと説明し，離反兵に呼応しないよう要請した。 

 



１１ 元ＦＡＲＣ兵による誘拐事件について，包括的報告書が提出される 

 ２３日，ロドリゴ・ロンドーニョ（Rodrigo Londono）率いる，ＪＥＰで審議中の元ゲリラ兵は，誘拐に

関する「事件００１」について，紛争中の出来事に関する包括的な報告を行った。「事件００１」は，超

法規的な処刑に関する「事件００３」とともに，ＪＥＰにおいて初めに審議を開始したケースであり，現

在審議中の７つのケースの中でもっとも審議が進んでいる。ＦＡＲＣ党は，同日，紛争中に行った誘拐に

対する責任についての包括的な報告を記した三冊のノートを提出した。このケースで認定されている被害

者は２，０００人を越えている。 

 ＪＥＰは今後，ＦＡＲＣ側の情報と検察庁側の情報や犠牲者の証言と突き合わせて検証する。一致が多

い場合，今後の手続きが迅速に進む可能性があるが，一致が少ない場合，検証にさらに時間を要する。 

 

１２ 「ロス・ペルーソス」のリーダーを殺害 

 ２６日，国軍の特殊作戦司令部がルイス・アントニオ・キセノ・サンフアン（Juis Antonio Quiceno 

Sanjuan），通称「パコラ（Pacora）」を殺害した。「パコラ」は国内で最も重点的に捜索されていた犯罪

者の一人であり，コロンビア人民解放軍（ＥＰＬ）の残党組織「ロス・ペルーソス」のリーダーだった。

「ロス・ペルーソス」はカタトゥンボ地区における最大の犯罪組織。作戦は，ノルテ・デ・サンタンデー

ル県サルディナタ市ラス・メルセデス地区で展開した。 

 

１３ 統一地方選挙に伴う暴力事件 

 １０月の統一地方選挙では，３２の県において県知事及び県議会議員，１，１０１の市において，市長

及び市議会議員，１，０４０の区において区議会議員の選挙が行われる。 

 ＮＧＯである選挙監視団（ＭＯＥ）によると，これまで７人の候補者が殺害されている。カウカ県内，

アンティオキア県内，ノルテ・デ・サンタンデール県内の市長候補がそれぞれ１名殺害され，カウカ県で

２名，バジェ・デ・カウカ県で１名，アンティオキア県で１名の市議会議員候補が殺害された。 

 エルナン・ペナゴス（Hernan Penagos）全国選挙評議会（ＣＮＥ）議長は，警戒情報を引上げ続けなけ

ればならないような様々な現象が起きていると主張している。票の買収，不透明な選挙資金の流れ，政治

的な暴力（違法グループによる候補者の殺害や脅迫，または，候補者同士での暴力など）さらに，票の買

収を前提とした投票のための二重登録などが行われているとしている。 

 

【外交】 

１ イバンカ・トランプ米大統領補佐官の訪問 

 ２日，イバンカ・トランプ大統領補佐官はラミレス副大統領の招待を受け，女性の経済的な発展・促進

を目的とした女性企業家アカデミーの立ち上げに参加するためにコロンビアを訪問した。１月２２日に起

きた自爆テロによって２２人がなくなった警察学校を訪問し，追悼のために献花をした。 

 ３日，外務省で開催された「女性のための金融包摂と信用向上」フォーラムに参加し，ドゥケ大統領と

歓談した。また，大統領官邸において，ドゥケ大統領との夕食会に出席。 

 ４日，ベネズエラ避難民及び現地での女性の置かれている状況を視察するためにククタ市を訪問。訪問

中，米国政府として，ベネズエラ避難民によるククタ市の社会的危機に対する人道支援として１．２億米

ドルを支援すると発表した。 

 

２ 米国はコロンビアの人権状況を認証 

 ３日，米国政府は，コロンビア政府の人権分野での実績を認証した。この認証に基づき米国からコロン

ビアに対し，毎年軍事費が無償支援されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ マドゥーロ・ベネズエラ大統領はコロンビア国境へ派兵 

 ２０～２８日，マドゥーロ・ベネズエラ大統領はコロンビア国境で軍事演習を実施。この一環として，

国境に３，０００人規模の部隊とミサイルシステムを配備した。マドゥーロ大統領は，この措置を，ドゥ

ケ大統領に引き起こされるであろう武力紛争に備えるためとしている。３日，カラカスのボリバル士官学

校の９周年記念式典において，この演習の実施は発表され，同時に，コロンビア政府はＦＡＲＣ離反兵に

対する作戦を「隠れ蓑（maniobra）」として，「軍事紛争を開始する」口実としていると主張していた。 

 ドゥケ大統領は，これに応じて，コロンビアは警戒を怠らず，落ち着いて，挑発に乗らないという態度

をとるが，もし必要に迫られれば，領土を守る旨述べた。さらに，ミサイルに浪費するのではなく，ベネ

ズエラ避難民を保護し，食料を供給するために支出する旨述べた。 

 エイブラムス米国ベネズエラ問題担当特別代表は，国境地帯で展開されている軍事演習が，マドゥーロ

大統領の政治行為に過ぎないことを望むとした。もし，コロンビアが攻撃を受けた場合，米国はコロンビ

アを完全に支援する旨述べた。グテーレス国連事務総長は，コロンビアとベネズエラ双方に，緊張緩和に

向けた対話を開始するよう要請した。 

 

４ アマゾンのための首脳会合開催 

 ６日，アマゾナス県レティシア市でアマゾン関係首脳会合が行われアマゾン関係７カ国が参加し，「レ

ティシア協定」に署名した。ペルーのビスカラ大統領，エクアドルのモレノ大統領，ボリビアのモラレス

大統領，ブラジルのボルソナロ大統領（テレビ通話），スリナムのアドヒン副大統領，ガイアナの天然資

源担当大臣が出席した。 

 協定では，森林破壊の問題に取り組むために，国際的な協調行動が必要であり，合意を首脳級に引き上

げることで，さらなる連携を可能にすることなどが合意された。また，森林火災のような状況に直面した

ときに，関係国の関係機関が緊密に連携できるよう，アマゾン地域のバイオマスに関する情報をタイムリ

ーに共有するスキームを強化，加えて，森林火災の影響を受けた地域での植林活動などの回復計画を策定

し，国家レベルの達成目標を設定，並びに，アマゾンに関する国立研究センターの連携を強化し，種の持

続可能性と保全に関する共同プロジェクトを開始すること，また奨学金を創設し人材交流なども協定に盛

り込まれた。 

 また，ドゥケ大統領は，アマゾン諸国を財政的に支援することの必要性を述べ，米州開発銀行などがア

マゾン地域での持続可能な開発を行うための融資を行うよう要請し，加えて，アマゾン協力条約（ＴＣＡ）

及びアマゾン協力条約機構（ＯＴＣＡ）を刷新することで，多国間のニーズの調整や課題解決に重要な役

割を果たしてもらう必要がある旨述べた。 

 

５ トゥルヒージョ外相は米州機構常設理事会に参加 

 １１日，トゥルヒージョ外相はワシントンで行われた米州機構（ＯＡＳ）常設理事会に参加した。 

（１）トゥルヒージョ外相は，「麻薬・テロ組織の民主主義に対する挑戦に関する報告」と題された演説

を行った。この中で，マドゥーロ政権とＥＬＮや元ＦＡＲＣ幹部の通称「イバン・マルケス」率いる麻

薬・テロ組織のようなコロンビアの違法武装組織との関係を示す証拠をＯＡＳに提示した。ベネズエラは

２０年近くにわたってこれらの違法武装組織を政治組織とみなしてきたと指摘し，さらにこれら組織は，

イデオロギーの親和性の高さと経済的な利益からマドゥーロ政権によって承認されており，ベネズエラに

治外法権の領域を形成している旨述べた。また，政権は違法武装組織の支配地域での政治的支持と社会統

制と引き替えに，違法組織に保護，兵站支援，訓練，武器の供与などを行っており，相互に有益な関係を

持っていると強調した。 

（２）また，コロンビアの代表団は，アルゼンチン，ブラジル，カナダ，チリ，コスタリカ，米国，パラ

グアイと共同で，非難決議案を提出した。この決議案では，８月１２日に発表された４名のベネズエラ国

民議会野党議員からの議員特権剥奪は，ベネズエラにおける唯一正当な機関に対する攻撃であり，野党議

員に対する迫害を批難し，議会に対する敬意を求め，違憲状態での国民議会選挙の前倒しを許さないとし

ている。決議案は，１９カ国の賛成で採択された。 

（３）米州相互援助条約（ＴＩＡＲ）の諮問委員会をＴＩＡＲ第１２条の規定に基づき創設し，外相会合

を第１１条の規定に基づいて２０１９年９月後半に招集することが決議された。決議は，賛成１２カ国，

棄権５カ及び，欠席１で決議された。 



６ モゲリーニＥＵ外交安全保障担当上級代表はコロンビアを訪問 

 １２日，モゲリーニ代表は，外務省においてドゥケ大統領と会談し，ベネズエラの状況，避難民問題，

「イバン・マルケス」の再武装宣言，和平合意の実施状況について議論した。 

 ベネズエラ問題について，モゲリーニ代表は，「ＥＵとコロンビアは，自由かつ信頼できる大統領選挙

の実施という政治的解決に向けた対話が開始されるよう圧力をかけ続ける必要があるという点で同意して

いる。」と述べた。 

 また，避難民問題については，コロンビア政府が避難民に行った支援を強調し，この問題は世界で最も

財政的に不足している人道危機の一つであり，潜在的には最大のものの一つである旨述べた。また，これ

まで１．３億ユーロを支援してきたが，さらに３，０００万ユーロの追加支援を行うと発表した。 

 「イバン・マルケス」の再武装宣言については，「ＥＵはＦＡＲＣ離反兵が再武装を行うことを非難す

る」と述べ，和平合意を履行している元ゲリラに対する財政支援を強化すると発表した。 

 和平合意の実施については，国家集中開発計画（ＰＤＥＴ）にＥＵからの財政支援を行うとした。また，

和平合意の履行は，政治的にも財政的にもコロンビアにおけるＥＵのコミットメントの中核であり，現在，

ＥＵ加盟国及びチリの２１カ国からの支援を含む１．２５億ユーロ規模のコロンビアの平和のための欧州

基金を通じて，支援を行う旨述べた。また，欧州投資銀行からの融資を含むと，ＥＵの財政支援は６．４

５億ユーロに及ぶと強調した。加えて，行方不明者探索ユニットに３２０万ユーロ，真実究明委員会に４

５０万ユーロを支援するとしている。 

 さらに，ドゥケ大統領は，ベネズエラの人道危機に対処するための財政支援を訴えるために，１０月に

ブリュッセルで国際協力に関する会議を開催するように要請した。 

 

７ トゥルヒージョ外相はアイルランドとスペインを訪問 

（１）アイルランド 

 １６日，ダブリンにおいて，トゥルヒージョ外相は，コロンビアへの投資に関心を持つ企業の関係者と

の会合に出席し，ドゥケ大統領の経済的優先事項や外国人投資家にとっての好機，投資計画における資金

調達法の利点について説明した。続いて，ヒギンズ・アイルランド大統領と会談し，ベネズエラ危機及び

リマ・グループがベネズエラの民主化のために行っている努力について議論した。また，外相は，ベネズ

エラ避難民問題に直面しているＵＮＨＣＲに対するアイルランドの貢献に感謝した。その後，シンクタン

クＩＩＥＡ（Institute of International and European Affairs）において，「コロンビアにおける合法

的な和平と地域的及び世界的な課題」と題した講演を行った。 

 １７日，外相は，アイルランド議会で外交・貿易・防衛委員会に所属しているセアン・バレット（Sean 

Barrett）下院議員とイバナ・バシク（Ivana Bacik）上院議員と会談した。また，同委員会に出席した後，

第１回コロンビア・アイルランド政治協議メカニズムに参加。また，外相は，ショーン・オファーギル

（Sean O'Fearghail）下院議長と会談した。会談では，コロンビアにおける安定化・平和的共存プロセス

について議論されるとともに，ベネズエラ領内の違法武装集団に対するコロンビアの非難が表明された。

また，コロンビア人のアイルランド入国要件の緩和などについて議論された。 

（２）スペイン 

 １８日，外相はマドリードにおいて，フアン・パブロ・デ・ライグレシア（Juan Pablo de Laiglesia）

イベロアメリカ及びカリブ地域国際協力担当国務次官と会合を行い，経済及び貿易，投資及び観光，科学

技術また，文化・教育分野について議論を行った。次に，ハイメ・ラカデナ（Jaime Lacadena）スペイ

ン・コロンビア評議財団事務総長と会談した。この財団は，様々な分野での協力の促進を通じて，二国間

関係を強化することを目的としている。 

 １９日，ボレル・スペイン外相と二国間会談を持ち，二国間協力，ベネズエラ避難民問題，ベネズエラ

における多元的な危機，投資及び文化交流などについて議論した。また，モゲリーニ上級代表との合意内

容についても言及された。次に，フェリペ６世スペイン国王及びレティシア王妃に謁見し，ドゥケ大統領

からのコロンビアへの招待の旨伝え，経済，二国間協力，二国間関係などについて議論した。その後，外

相は，マドリードにおいて，新経済フォーラムに出席し，ベネズエラの多元的な危機に対するコロンビア

の立場を繰り返し強調した。最後に，外相はフェリペ・ゴンサレス元首相と会談し，日程を終えた。 

 

 

 

 

 

 



８ 現政権中の和平合意実施について民間団体が厳しい評価 

 ２５日，約５００あまりの民間団体が集まった３つのプラットフォームは欧州議会に文書を提出し，人

権分野でのドゥケ政権の政策実施に厳しい評価を行った。ハバナ協定の実施に関する部分は「和平の脱構

築」と題され，政府の面従腹背が批判された。例えば，ＰＤＥＴは，治安部隊の駐留によって集中的に治

安が回復されている統合的介入戦略区のような他の枠組みに従属している。また，違法な作付に関する代

替作付プログラムは，安全保障政策と麻薬対策の一環として，考案されている。報告書によれば，実施の

行き詰まりは紛争の再開を意味しているとしている。 

 

９ 国連総会出席に伴うドゥケ大統領米国訪問 

 ９月２２～２８日，ドゥケ大統領，トゥルヒージョ外相及びその他閣僚は米国外遊を行った。 

 ２３日，トゥルヒージョ外相は，リマ・グループの外相会合に参加し，問題解決に向けた交渉開始を阻

害しているマドゥーロ政権の対応を批判する共同声明を発出した。この中で，グアイド暫定大統領に対す

る支持が再確認され，マドゥーロ政権に対する新しい制裁として経済的及び政治的措置を講じるとともに，

武力を用いずに，ベネズエラに憲法と民主主義という秩序を回復するという方向性が表明された。さらに，

汚職，麻薬の密輸，犯罪，人権侵害を増長する政権関係者や支持者に対する制裁を加速するとした。最後

に，国連人権理事会に対し，ベネズエラにおける政権の体系的な人権侵害について，独立した監視及び調

査メカニズムを確立するよう要請し，マドゥーロ政権から立候補している理事候補を拒否するよう求めた。

同時に，人道危機及びベネズエラ人の大量脱出に関する懸念も表明された。 

 また，トゥルヒージョ外相は，米州機構常任理事会の承認によりニューヨークで開催されたＴＩＡＲ外

相会合に出席した。この会合で，「ト」外相は，ＴＩＡＲ外相会合の議長に選出された。また，この条約

は，他の条約では認められていない措置を講じるための法的根拠を与える米州各国間で合意された文書で

あることを強調し，これにより地域の民主主義・安全保障・平和の保護ならびにベネズエラ問題に関する

「率直な対話の進展」を促す旨述べた。 

 ２４日，トゥルヒージョ外相は，国連麻薬対策特別総会２０２１の会合に出席した。外相は，コロンビ

アはペルーと共同して，汚職を予防するとともに，撲滅するための国際協力を強化する必要性をアピール

しているとした。また，２０２１年前半に汚職対策に特化した特別セッションを開催することを総会がす

でに承認している旨述べ，１０月１５日にカリ市で腐敗対策分野での国際協力の機会と手段を設定するた

めの地域間会議を開催すると発表した。 

２５日，ドゥケ大統領及びトゥルヒージョ外相は，第７４回国連総会に出席。大統領は一般討論演説を行

った。その中で，大統領は，気候変動，クリエイティブ産業，和平合意の履行状況，違法薬物栽培対策，

国際汚職対策裁判所の設置，ベネズエラ問題に言及した。 

 


